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要約
水産海洋分野の産学連携・地域連携活動を事例とし、産学連携・地域連携活動に取り組む大学役員及びそれに積極的に取り組
む一般教員のインセンティブ構造を明らかにした。結果としては、博士、修士で意識の差が見られ、研究者、実務家教員等に
より産学連携に対する考え方の違いが明らかとなった。次に、具体的なインセンティブについて明らかにするために2値ロジス
ティック回帰およびCARTの分析をおこなったところ、応答Yの「研究費に反映」を分類する因子Xは、「給与・賞与に反映」と
「研究資金の支援」となった。特に「研究費に反映」のY=1：熱心な教員としては、これら因子Xの重要度5と4を選択した回答
者が該当しており、モデルの予測精度を確認したところ、その適合確率は0.87以上となった。つまりの因子Xの「給与・賞与に
反映」および「研究資金の支援」を「5：極めて重要」「4：やや重要」と考える者が「熱心な教員」と定義され、言い換えれ
ば、これらが同時にインセンティブとして効果的と言えるのではないかと示唆された。政策的には、ただやみくもに研究費を
増やせばいいという理論ではないが、研究費をとる→社会（産学）連携が進む→研究費をとる→‥→さらに大きな研究費がと
れる　というサイクルの結果も関係している中で、過度な一極集中は防ぎつつも「研究費に反映（重要度）」がその原動力あ
るいはトリガーであるとみなすことが適当であろうと考えられる。

Abstract
The study elucidates the incentive structure for university researchers cooperating with industry and local communities in the 
�elds of �sheries and oceanography. The consciousness was di�erent between the researchers having a doctorate degree and 
the researchers having a masterʼs degree. The viewpoint on the cooperation with industry was di�erent among special research-
ers, teachers specialized in education, etc. Binary logistic regression and CART analysis were used to examine speci�c incentives. 
The results reveal that the factor X, “re�ection to salary” and “support for research funds,” classi�es the response Y, “re�ection to 
research funds.” Especially eager researchers, for whom Y = 1 at “re�ection to research funds”, correspond to respondents who se-
lect importance as �ve: very important or four: rather important as the factor X. An estimate to predict the accuracy of the model 
shows that the conformance probability was more than 0.87. Researchers who regard factor X, “re�ection to salary” and “support 
to research funds,” as either “�ve: very important” or “four: rather important,” are de�ned as “eager researchers.” This suggested 
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1.  はじめに
　本研究は、文部科学省SciREX事業（代表 鈴木千賀）におい
て研究者の産学連携へ取り組むインセンティブの不在や産学
連携活動の評価の難しさという行政上の課題（安田他， 2019；
文部科学省， 2019；文部科学省・経済産業省， 2020）に応える
べく取り組む、「産学連携・地域連携活動に積極的に取り組
む研究者のインセンティブ構造に関する研究」の成果の一部
である。海洋深層水の利用、観光や食等も含む水産海洋分野
の産学連携・地域連携活動を対象とし、それに積極的に取り
組む研究者のインセンティブ構造を解明することを目的とし
て九州大学、高知大学、和歌山大学、琉球大学を対象とする
webアンケートを実施した（468 回答 :役員 37回答、一般教員
410回答、URA21 回答）。社会貢献活動の一部である産学連携・
地域連携は、教育活動と研究活動の中間的なものとして位置
づけられることも少なくない。学術的にも教育や研究との関
わり方は関連学会でしばしば話題に上るテーマである（鈴木

他， 2021）。

2.  方法
　Neter et al（1985）とMontgomery（1991）に従い、ダミー
変数を使った重回帰分析のカテゴリ分析に続き、２値ロジス
ティック回帰、CARTを用いて管理側や積極性のある教員を
対象とし、増田・坂上（2014）や中原（2021）を参考に分析をお
こなった。なお、本研究で用いた2値ロジスティック回帰と
は、いくつかの要因（因子X）から「2値の結果（応答Y）」が起こ
る確率を説明、予測することができる統計手法である。因子
Xが複数あることから、分析ではステップワイズ回帰（α= 0.15 
およびα= 0.05）を実行し、要因にあたりを付けて2値ロジス
ティック回帰がうまくフィットしない場合は、2値のCART（決
定木分析）を用いて、総合的に検証した。CARTのメリットと
しては、①結果をグラフィカルに表示できることから、分類
の解釈が比較的容易であること②応答Yと因子Xの非線形構
造を有意義に捉えられる可能性があること③残差プロットな
どによるモデルの前提が必要でないことが挙げられる。研究
者のインセンティブとしては、以下の表1にある項目を使用
した。

that these incentives were e�ective. From the policy viewpoint, although we should not increase research funds without con-
sideration, it is undeniable that getting funds promotes the researchersʼ cooperation with society (industry), which in turn helps 
secure greater funds. “Re�ection to research funds (importance)” should be regarded as a motive or trigger, although we should 
prevent excessive concentration.

研究する目的 • 基礎原理の追求（基礎原理の追求：自然現象や観測事実の根幹を成す原理について、新しい知識を得ること）
• 現実の具体的な問題解決（現実の具体的な問題解決：産業や地域社会への応用などのため、実用上の具体的問
題を解決すること）

各インセンティブ
項目の「重要度」

• 実用化・社会実装に向けた自身の研
究の発展（基礎研究から応用研究へ
の発展等）

• 自身の知的好奇心が満足すること
• 相手組織からの研究資金の支援
• 携わる人材（学生、社会人等）が成長
すること

• 学内の支援人材からのサポートがあ
ること

• 契約等の事務手続きが楽であること
• 所属組織からの研究費に反映される
こと

• 所属組織からの人事評価に反映され
ること

• 所属組織からの給与・賞与に反映さ
れること

• 個人の感情などに反映されること
（関係者に喜んでもらえる等）

• 論文投稿や学会発表など研究実績の
獲得に繋がること

• 産学連携・地域連携を実施する時間
を十分に与えられること

• 研究室の人員体制に対する組織的支
援があること

各インセンティブ
項目の「満足度」

• 実用化・社会実装に向けた自身の研究の発展
（基礎研究から応用研究への発展等）

• 自身の知的好奇心が満足すること
• 相手組織からの研究資金の支援
• 携わる人材（学生、社会人等）が成長すること
• 学内の支援人材からのサポートがあること
• 契約等の事務手続きが楽であること
• 現状のインセンティブ付与（所属組織からの研
究費への反映）

• 前の設問を数値で答えると100点満点中何点
か？

• 現状のインセンティブ付与（人事評価への反
映）

• 前の設問を数値で答えると100点満点中何点
か？

• 現状のインセンティブ付与（給与・賞与への反
映）

• 前の設問を数値で答えると100点満点中何点
か？

• 現状のインセンティブ付与（関係者に喜ばれた
など、個人の感情などへの反映）

• 前の設問を数値で答えると100点満点中何点
か？

• 現状のインセンティブ付与（論文投稿や学会発
表などの研究実績の獲得）

• 現状のインセンティブ付与（産学連携・地域連
携を実施する時間を十分に与えられること）

• 現状のインセンティブ付与（研究室の人員体制
に対する組織的支援があること）

表1：アンケート設問
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3.  大学役員のインセンティブ傾向
　表2に、回答者全てと大学役員のX（重要度）とY（満足度）
の記述統計量を示す。X（重要度）の「携わる人材が成長」お
よび「支援人材からのサポート」が平均よりもやや高いことか
ら、人材育成やネジメントを重視していることが特徴的であ
る。また、Y（満足度）についてはどの項目も平均より高く、
一般教員やURAと比較した場合、ある程度、現状に満足して
いることが伺える。
　大学役員（37回答）のインセンティブ傾向では、全大学を
対象に、博士と修士に分けて統計分析を行った（表3）。リッ
カート型項目データを回帰の説明変数側に用い、通常最小2
乗推定法で推定している回帰分析は、信頼のできない推定結
果に基づいて推論している（村尾， 2004）ことを避けるため、
今回の重回帰モデルはダミー変数を用いて、4つの応答Y（満

足度）における5段階評価の因子X（重要度）を設定し、変数
選択法としてステップワイズ、有意水準α= 0.05を使用した
（Burnham and Anderson, 2004等）。モデルの当てはまりでは、
残差プロットにより、その誤差の正規性を確認した。調査対
象者数は30名を超えていることから、重回帰を採用する上で
は統計的手法の適用の制約と結果の限界は考慮せずに解析に
供した。サンプル数を如何に増やすかという観点については
今後も継続的に検証をおこなう。
 
3.1  大学役員
3.1.1  博士
　大学役員（博士）について全体的に見ると、因子X の「給与・
賞与に反映」「人員体制に対する組織的支援」「実施する時間
が十分」が統計的に有意な因子としてモデル化されており、

変数 変数名
全て（468） 役員（37）

平均 標準偏差 平均 標準偏差

X

基礎原理の追求 4.400 0.841 4.486 0.932 

現実の具体的な問題解決 4.335 0.871 4.351 0.949 

研究の発展 4.205 0.871 4.162 1.014 

知的好奇心が満足 4.064 0.861 3.892 0.843 

研究資金の支援 3.919 0.961 3.892 0.936 

携わる人材が成長 4.466 0.693 4.622 0.594 

支援人材からのサポート 4.092 0.970 4.216 0.750 

契約等の事務手続きが楽 4.402 0.834 4.189 0.908 

研究費に反映 4.053 0.911 3.973 0.726 

研究実績の獲得 4.051 0.940 3.865 0.713 

人事評価に反映 3.996 0.960 4.027 0.687 

給与・賞与に反映 3.714 1.047 3.649 0.949 

個人の感情などに反映 4.009 0.932 4.081 0.924 

実施する時間が十分 4.370 0.733 4.027 0.763 

人員体制に対する組織的支援 4.186 0.896 4.000 1.054 

Y

Y-研究費への反映 47.417 20.027 51.973 12.861 

Y-人事評価への反映 45.875 21.251 53.135 15.350 

Y-給与・賞与への反映 43.803 21.051 49.189 16.181 

Y-個人の感情などに反映 59.887 17.116 62.297 14.122 

表2：回答者全てと役員の記述統計量

注：（　）内はサンプルサイズ

表3：役員／有意水準α= 0.05による重回帰分析結果

サンプルサイズ 大学 層別 Y R二乗（調
整済） X

27 全て 博士

研究費 該当なし

人事評価 49.47 % 給与・賞与に反映、人員体制に対する組織的支援

給与・賞与 48.07 % 実施する時間が十分、人員体制に対する組織的支援

個人の感情 45.69 % 給与・賞与に反映

10 全て 修士

研究費 70.00 % 給与・賞与に反映

人事評価 78.57 % 給与・賞与に反映

給与・賞与 該当なし

個人の感情 97.54 % 人事評価に反映、実施する時間が十分
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研究を進める上での組織に必要なもの（因子X）とインセン
ティブ付与に対する満足度（応答Y）との間での因果関係が示
唆された。
　主効果プロットの結果から、重要度と満足度は正比例する
関係ではなく、やや複雑な関係を呈している（図1）。個々の
研究者としての思い /管理者としての思い、あるいは各大学
や学部における立場が複雑に交錯しているものと推察され
た。

3.1.1.1  ⼈事評価への反映（満⾜度）
　因子X「給与・賞与に反映」の「2：あまり重要ではない」と
考える層が、応答Yの「人事評価への反映（満足度）」が高くなっ
た（図1 ）。これは、給与・賞与では一定程度の収入を得てい
るため、それをあまり重要視はしないが、自身の人事評価に
ついては満足している傾向にあると考えられた。
　因子X「人員体制に対する組織的支援」では、「3：どちらと
もいえない」「4：あまり重要ではない」「5：極めて重要」と
考える層は、応答Y「人事評価への反映（満足度）」が50 点以
上であるが、「2：あまり重要ではない」と考える層は25 点程
度となった。人員体制に対する組織的支援をあまり重要では
ないと考える層は、人事評価への反映（満足度）も低い。人員
体制の強化よりも、まず研究者の枠や上位職の枠を増やす（目
指す）ことが優先という意識が明確に表れた。

3.1.1.2  給与・賞与への反映（満⾜度）
　因子Xの「実施する時間が十分」に対し「2：あまり重要では
ない」と考える層が、応答Yの「給与・賞与への反映（満足度）」
が低い（図1）。また、因子Xの「人員体制に対する組織的支援
では「2：あまり重要ではない」および「5：極めて重要」と考え
ている層が、どちらも給与・賞与への反映（満足度）が低い。

　これらの層は、役員という性質上、純粋な研究に興味関心
は高いものの産学連携活動そのものに関するそもそもの関心
がない（一般教員に対しそれを求めていない）層とも示唆され
た。

3.1.1.3  個⼈の感情などに反映（満⾜度）
　因子Xの「給与・賞与に反映」を重要と考える層も重要と考
えない層も、応答Yの「個人の感情などに反映（満足度）」が全
体的に高い。中でも、因子X「給与・賞与に反映」の「2：あま
り重要ではない」と考える層は、応答Y「個人の感情などに反
映（満足度）」が80 点台となっており、非常に高い。役員の中
には、社会福祉を考え行動する層も見られることの反映では
ないか。

3.1.2  修士
　サンプルサイズが10 のため、一般化するのは難しいが、
大学役員（修士）について全体的に見ると（図2）、因子X の「給
与・賞与に反映」「人事評価に反映」「実施する時間が十分」
が統計的に有意な因子としてモデル化されており、役員（博
士）とほとんど同様の因子が効いている。これは、研究を進
める上での現実的な要素（因子X）とインセンティブ付与に対
する満足度（応答Y）が何らか関係しているのではないだろう
か。大学においても役人としてあるいは企業時代、実務系学
部時代と同様に、現実的な要素（研究成果あるいは研究費を
獲得出来る力）で評価すべきと考えている可能性がある。こ
こに個人の感情という理想も、役員（博士）と異なり含まれて
いることが特徴的であった。 
 
3.1.2.1  研究費への反映（満⾜度）
　相対的に見ると、給与・賞与に反映の「4：やや重要」は研
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図1：役員 博士の主効果プロット
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究費への反映（満足度）が高く、「5：極めて重要」では低くなっ
ている（図2）。実務家なりの反応が見えた。

3.1.2.2  ⼈事評価への反映（満⾜度）
　相対的に見ると、因子Xの「給与・賞与に反映」の「4：やや
重要」は応答Yの「人事評価への反映（満足度）」が高く、「5：極
めて重要」では低くなった（図2）。
　サンプルサイズが10 のため、一般化するのは難しいが、
主効果プロットから、因子Xの「給与・賞与に反映」を極めて
重要と考える層は、応答Yの「研究費への反映（満足度）」と「人
事評価への反映（満足度）」が低くなる傾向にあった。これは、
研究費や人事評価の反映であまり満足していない層は、せめ
て給与・賞与について十分に待遇して欲しい、給与・賞与を
あげて欲しいという願望の表れなのだろうか。民間出身と思
われる修士の研究者の考え方と矛盾するが、修士号を取得す
るのが難しい文系教員の回答の可能性も考えられた。

3.1.2.3  個⼈の感情などに反映（満⾜度）
　人事評価に反映の「4：やや重要」および実施する時間が十
分の「4：やや重要」と考える層は、個人の感情などに反映（満
足度）が相対的に高い（図2）。現実を適度に直視する層は精神
的な余裕ももちあわせているのではないだろうか。

4.  産学連携をおこなう教員についてのインセンティブ探索
　これまでは各大学における役員層の特徴について言及して
きたが、ここではそもそも産学連携をおこなう教員について、
それに影響を与えるインセンティブ（因子）があるか、また産
学連携をおこなう教員の中でも、研究に熱心な教員とそうで
ない教員に影響を与える因子は何かについて考える。
　もともと、我々の認識としては、アンケートの回答者イコー
ル産学連携に積極的（少なくとも実施していなけば回答がし
難い）であるとのものがあった。しかし、全ての教員が積極
的に産学連携に従事しているかというと、そういうものでも
なく「研究の発展」で分類をした場合に統計学的に興味深い結
果が見出されることがわかってきた。産学連携とはそれこそ
「研究の発展」に起因する活動であるためにそれを基準とする
ことは非常に有効である。また、産学連携の引き金となるの
は、ひとつに研究も教育も産学連携もとのスター的な存在
（ロールモデル）の考え方の可視化があることからそれらを解
き明かすために我々は以下の分析をおこなった。

4.1  産学連携をおこなう教員の因子
4.1.1  2 値ロジスティック回帰の分析にあたって
　①まず、468サンプル（468 回答 :役員 37回答、一般教員
410回答、URA21 回答）を用いて、産学連携を行う教員を1と
し、そうでない教員を0として、それを分ける要因として２
値ロジスティック回帰を使って分析した。その上で、産学連
携を行う教員Yは「研究の発展（重要度）」と定義した。次に①
の産学連携を行う教員（1）の中で、産学連携に熱心な教員を
1とし、そうでない教員を0として分けて分析した結果、熱
心な教員Yは「研究費に反映（重要度）」と定義した（役員 37回
答、一般教員410回答、URA21 回答含む、全構成員 468回答）。
先の通り、産学連携をおこなう教員は最初から定義されてい
たわけではないため、因子Xの中から、産学連携を前向きに
進めるために直接的に効いてくるものとして因子Xの「研究の
発展」と「具体的な問題解決」を候補として2値ロジスティック
回帰およびCART（決定木）を分析した結果、統計的にも説明
のしやすさからも因子Xの「研究の発展」が最良となった形で
ある。以下、「研究の発展」を応答Yとして、2値ロジスティッ
ク回帰とCARTの分析結果を示す。

4.1.2  「研究の発展」の 2 値の定義
　因子Xの「研究の発展」は、産学連携・地域連携において、「実
用化・社会実装に向けた自身の研究の発展（基礎研究から応
用研究への発展等）」の重要度を示しており、今回の2値ロジ
スティック回帰では、応答Yを「研究の発展」とし、Y=1：産
学連携をおこなう教員、0：産学連携を行わない教員の2値で
定義した。各応答Yに対する重要度の選択は以下のとおりで
ある。

• 応答Y = 1：産学連携をおこなう教員
重要度5：極めて重要
重要度4：やや重要

• 応答Y = 0：産学連携を行わない教員
重要度3：どちらでもない
重要度2：あまり重要でない
重要度1：全く重要でない

4.1.3  「研究の発展」 に対する分類結果
　産学連携に対する熱意は、職位や職種に依存するものでは
なく構成員全員が関係してくる要素であり、使用した全サン
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図2：役員 修士の主効果プロット
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プル468のうち、産学連携をおこなう教員（Y = 1）は391サン
プル、産学連携を行わない教員（Y = 0）は77サンプルであっ
た。これに対し、2値ロジスティック回帰の分析（Peduzzi et 
al., 1996）をおこない、変数選択法としては、ステップワイ
ズ、有意水準α= 0.05を使用した。モデルの当てはまりでは、
残差プロットにより、その誤差の正規性を確認したが、正規
性の前提が満たされなかった（図4）。今回の分析は、産学連
携をおこなう教員とそうでない教員を分類することが目的で
あったため、CART分析（Breiman et al., 1984）も用いて分類の
確認を行ったところ、2値ロジスティック回帰の分析も同様
の結果を示した。表4、表5、図3、図4に2値ロジスティッ
ク回帰による結果の概略を示す。 
　CARTの分析結果では、最初の分類では因子Xの「現実の具
体的な問題」となり、次の分類では「知的好奇心が満足」であっ
た。その次が「研究資金の支援」となっていたが、その前の「知
的好奇心が満足」でほぼ分類されているため、今回は「研究資

金の支援」は分類としては適用しないことにした。
　2値ロジスティック回帰（表5、図3）およびCARTの分析結
果から総合的に考えると、応答Yの「研究の発展」を分類する
因子Xは、「現実の具体的な問題」と「知的好奇心が満足」であ
り、特に「研究の発展」のY = 1：産学連携をおこなう教員とし
ては、これら因子Xの重要度5と4を選択した回答者が該当
した。

4.2  産学連携をおこなう教員の因子
4.2.1  2 値ロジスティック回帰の分析にあたって
　産学連携をおこなう教員の中でも、熱心な教員とそうでな
い教員に分類できると考え、その教員に影響を与えている因
子を探索し、インセンティブ傾向を考察する。
　ここでも同じく、熱心な教員を1とし、そうでない教員を
0として、それを分ける要因として2値ロジスティック回帰
を使って分類する。熱心な教員についても、最初から定義さ
れていたわけではないため、因子Xの中から、研究を前向き
に進めるために直接的に効いてくるものとして因子Xの「研
究費に反映」と「研究資金の支援」を候補として、2値ロジス
ティック回帰およびCARTを分析した結果、統計的にも説明
のしやすさからも因子Xの「研究費に反映」が最良であった。
研究費をとる→社会（産学）連携が進む→研究費をとる→‥→
さらに大きな研究費がとれる　というサイクルの結果も関係
している中で、「研究費に反映」は産学連携におけるひとつの
キーとなる。よって、次からは「研究費に反映」を応答Yとして、
2値ロジスティック回帰およびCARTの分析結果を示す。

4.2.2  「研究費に反映」の 2 値の定義
　因子Xの「研究費に反映」は、産学連携・地域連携の実施に

リンクの関数 Logit 変数 値 計数

カテゴリ予想変数のコーディング （1, 0） 研究の発展（2値） 1 391（事象）

0 77

合計 468

逸脱
（deviance）

R二乗

逸脱（deviance）
R二乗（調整済み） AIC

AICc
（修正済み赤池情
報量基準）

BIC
（ベイズ情
報量基準）

ROC曲線下面積

29.17 % 26.31 % 322.40 323.20 376.33 0.8598

表4：2値ロジスティック回帰のモデル要約

検定 自由度 カイ二乗 p値

逸脱（deviance） 455 296.40 1.000

ピアソン 455 437.62 0.713

Hosmer-Lemeshow 8 5.56 0.696

要因

回帰 12 79.71 0.000

現実の具体的な問題解決 4 64.91 0.000

知的好奇心が満足 4 20.71 0.000

研究資金の支援 4 18.15 0.001

表5：2値ロジスティック回帰の検定結果
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図3：「研究の発展」の主効果プロット
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対する組織からのインセンティブやその原動力として、「研
究費に反映されること」の重要度を示しており、今回の2値ロ
ジスティック回帰では、応答Yを「研究費に反映」とし、Y = 1：
熱心な教員、0：熱心でない教員の2値で定義した。各応答Y
に対する重要度の選択は以下のとおりである。

• 応答Y = 1：熱心な教員

重要度5：極めて重要
重要度4：やや重要

• 応答Y = 0：熱心でない教員
重要度3：どちらでもない
重要度2：あまり重要でない
重要度1：全く重要でない

4.2.3  「研究費に反映」 に対する分類結果
　産学連携をおこなう教員のサンプル336のうち、熱心な教
員（Y = 1）は269サンプル、熱心でない教員（Y = 0）は67サン
プルであった。これに対し、2値ロジスティック回帰の分析
を行い、変数選択法としては、ステップワイズ、有意水準α
= 0.05を使用した。モデルの当てはまりでは、残差プロット
により、その誤差の正規性を確認したが、正規性の前提が満
たされなかった（図6）。こちらの分析でも、熱心な教員とそ
うでない教員を分類することが目的であったため、CART分
析も用いて分類の確認を行った。表6、表7、図5、図6に2

図4：「研究の発展」の残差プロット
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リンクの関数 Logit 変数 値 計数

カテゴリ予想変数のコーディング （1, 0） 研究の発展（2値） 1 269（事象）

0 67

合計 336

逸脱
（deviance）

R二乗

逸脱（deviance）
R二乗（調整済み） AIC

AICc
（修正済み赤池情
報量基準）

BIC
（ベイズ情
報量基準）

ROC曲線下面積

20.18 % 17.80 % 285.97 286.52 320.32 0.7989

表6：2値ロジスティック回帰のモデル要約

検定 自由度 カイ二乗 p値

逸脱（deviance） 327 267.97 0.993

ピアソン 327 316.08 0.657

Hosmer-Lemeshow 8 8.45 0.391

要因

回帰 8 46.53 0.000

研究資金の支援 4 19.87 0.001

給与・賞与に反映 4 27.19 0.000

表7：2値ロジスティック回帰の検定結果

図5：「研究費に反映」の主効果プロット
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値ロジスティック回帰による結果の概略を示す。
　CARTの分析結果では、因子Xの「給与・賞与に反映」のみで
ほぼ分類できた。2値ロジスティック回帰（表６、図5）および
CARTの分析結果から総合的に考えると、応答Yの「研究費に
反映」を分類する因子Xは、「給与・賞与に反映」と「研究資金
の支援」であり、特に「研究費に反映」のY = 1：熱心な教員と
しては、これら因子Xの重要度5と4を選択した回答者が該
当しており、モデルの予測精度を確認したところ、その適合
確率は0.87以上となった。
　つまり、因子Xの「給与・賞与に反映」のおよび「研究資金の
支援」の「5：極めて重要」「4：やや重要」と考える方が熱心な
教員となり、これらがインセンティブとして効果的と言える
のではないかと考えられる。

5.  まとめ
　大学をめぐる近年の動きとしては、組織対組織の連携によ
り、大学は個人の研究者のみに依拠せず他分野複数の研究者

図6：「研究費に反映」の残差プロット
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による複層的なアプローチにより産学連携・地域連携の目的
達成を目指すことが推奨されている。つまりの本研究におい
て明らかとなった産学連携に積極的な研究者を同研究に向か
わせるインセンティブは「研究費」であるとの追解析結果につ
いては、ただ政策的にやみくもに研究費を増やせばいいとい
う理論ではないことが理解される。研究費をとる→社会（産
学）連携が進む→研究費をとる→‥→さらに大きな研究費が
とれる　というサイクルの結果も関係していることは我々に
とっても大いに推測可能であり、これは喜ばしい半面で、組
織内外において一極集中を防ぐ対策他より良い運用に向けて
これからも行政サイドとの連携で議論を深める必要がある。
研究者個々人について述べるならば、科研等は研究実績の蓄
積をもって評価されるが、産学連携の研究費は若手等でキャ
リア中断があった際にも（業績の連続性にそれほど依存せず）
比較的とりやすいために再キャリアの出発の際に選ばれやす
いとの意見もあり、研究費支援（インセンティブ）が直接的に
有効となるであろう。大学の教育研究の成果を着実に実社会
に還元するためには、従来の個対個から組織対組織の連携へ
と発展させることは勿論であるが、JSTのCOI-NEXTの運用な
どがそうである様に年齢地位問わずダイヤの原石を発掘し、
まだそこに二の足を踏んでいる研究者らにこそ段階を踏ませ
つつ組織的な連携への足がかりとなる高いインセンティブが
与えられるべきである。また、プロジェクト全体を通して対
象としてきたのは水産海洋系の研究者であるが、世界的に見
ても日本における女性や若年海洋研究者の少なさが問題と
なっており、世界ワースト1である（Isensee, 2020）。その様
な環境の中で、未来を担う人材に最大限の投資をする必要性
も強く求められるものである。
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